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平成 28 年 10 月 6 日 

 

各      位 

 

会 社 名  株式会社セブン&アイ・ホールディングス 

代表者名  代表取締役社長 井阪 隆一 

（コード番号 3382 東証第一部） 

問合せ先  IR 部シニアオフィサー 金子 裕司  

（TEL．03－6238－3000） 

 

エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社との資本業務提携の基本合意に関するお知らせ 

 

当社はエイチ・ツー・オー リテイリング株式会社（以下、「H2O」といいます。）との間で、資本業

務提携に関する基本合意書を締結いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．本提携の目的と理由 

 当社グループは、国内外において 6 万店以上の店舗を展開するコンビニエンスストア、総合スーパ

ー、百貨店、食品スーパー、フードサービスに加え、金融サービス、IT/サービスなど、あらゆるお客

様のニーズに応える多様な事業を擁し、顧客サービスの向上、店舗網の拡充、商品開発力・調達力、

ブランド力の強化等に日々積極的に取り組んでおります。 

 一方、H2O グループは、経営基盤である関西エリアにおけるマーケットシェアの拡大を実現するた

め、関西エリアに百貨店からＧＭＳ、食品スーパーまで幅広く小売事業を展開し、「関西ドミナント化

戦略」を進めており、現在は中期計画「ＧＰ１０－Ⅱ フェーズ１ ver.２」において、食品スーパー

をはじめとした食品事業の構築及び決済やポイント等のインフラ整備を推進することで、関西エリア

における「生活総合産業の構築」の実現に取り組まれております。 

当社におきましては、平成 28 年 5 月 26 日に開催された第 11 回定時株主総会にて承認を受けた新た

な経営体制により、持株会社としての役割と機能を強化し、事業会社へのサポートと監督、最適な資

源配分を進め、中長期的な企業価値向上と持続的な成長の実現を目指しております。 

本日公表いたしました中期経営計画において、グループ経営資源の配分に関しまして、全国レベル

での総合的な商品・サービスの展開を基本としつつも、今後はエリア・業態ごとの「選択と集中」を

進めていく事が必要不可欠との経営判断にいたりました。かかる経営判断に基づき、とりわけ苦戦の

続く百貨店事業における資源再配分の実現を目指して、関西エリアで圧倒的なマーケットシェア拡大

を目指す H2O グループと関西エリアにおける「戦略的なビジネスパートナー」としての関係を構築す

ることにより、両グループの店舗網や商品・サービス等を有効活用し、関西エリアにお住まいのお客

様の利便性・利用満足度の向上を実現していくことが、両社の企業価値の最大化につながっていくと

判断し、本日、当社と H2O は資本業務提携の基本合意書締結に至りました。 
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２．資本業務提携の内容 

(1)業務提携の内容 

以下の事項等について、各正式契約の締結に向け、今後、両社間で協議してまいります。  

・株式会社そごう・西武のそごう神戸店、西武高槻店及びそごう西神店に関する事業を H2O が承継

すること。 

・株式会社セブン‐イレブン・ジャパン（以下、｢SEJ｣といいます。）が、H2O グループの推進 

するポイントプログラム「S ポイント」を関西圏の SEJ 店舗に導入すること。 

・その他両社の顧客にとってメリットのあるサービスを実現すること。 
 

(2)資本提携 

業務提携による上記の取組みを円滑に推進し、両社間の関係をより強固なものにしていくため、H2O

の発行済株式総数の 3％相当の金額（参考：2016 年 10 月 5 日現在、約 57 億円）の株式を相互に持ち

合うことに関して、今後、両社間で協議してまいります。 

 

３．本提携の相手先の概要（2016 年 3 月 31 日時点）  

（１） 名 称 エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社 

（２） 所 在 地 大阪府大阪市北区角田町８番７号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 鈴木 篤 

（４） 事 業 内 容 グループ会社の経営企画・管理 

（５） 資 本 金 １７，７９６百万円 

（６） 設 立 年 月 日 １９４７年３月７日（２００７年１０月１日商号変更） 

（７） 大株主及び持株比率 

阪神電気鉄道株式会社  

阪急阪神ホールディングス株式会社  

株式会社髙島屋   

11.78％ 

8.26％ 

5.0％ 

（８） 
当 社 と 当 該 会 社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当はありません。 

人 的 関 係 該当はありません。 

取 引 関 係 該当はありません。 

関連当事者への 

該 当 状 況 
該当はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 ２０１４年３月期 ２０１５年３月期 ２０１６年３月期 

 連 結 純 資 産 182,277 百万円 251,659 百万円 252,587 百万円 

 連 結 総 資 産 377,716 百万円 631,877 百万円 597,041 百万円 

 １株当た り連結純資産 929 円 18 銭 2,033 円 25 銭 2,038 円 83 銭 

 連 結 売 上 高 576,852 百万円 844,819 百万円 915,690 百万円 

 連 結 営 業 利 益 17,313 百万円 21,358 百万円 23,825 百万円 

 連 結 経 常 利 益 18,160 百万円 21,219 百万円 23,060 百万円 

 
親会社株主に帰属する 

当 期 純 利 益 
295 百万円 11,586 百万円 14,053 百万円 

 １株当たり連結当期純利益 1 円 52 銭 98 円 06 銭 113 円 93 銭 

 １ 株 当 た り 配 当 金 12.5 円 25.00 円 35.00 円 
 

４．日程 

   資本業務提携に関する基本合意書の締結 2016 年 10 月 6 日 

今後は基本合意書に基づき、両社間で詳細に関して協議を進め、各正式契約の締結を進めてまいり

ます。 

 

５．今後の見通し 

   今後、両社間で資本業務提携に関する協議を進めていく中で、開示すべき事項が発生した場合は、 

速やかに開示いたします。 

 

以 上 


